
令和４年度の重点施策の実施状況

１　地域包括ケアシステムの深化・推進に関する取組

（１）認知症施策の推進

（２）一般介護予防事業の見直し

２　地域における支え合い体制の整備

１　介護保険被保険者の状況 （令和５年３月末現在）

（１）第１号被保険者のいる世帯数

※第１号被保険者： ６５歳以上の者

　第２号被保険者： ４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者

（２）第１号被保険者数 （令和５年３月末現在）

※介護保険事業状況報告　令和5年3月分

（３）介護保険料所得段階別第１号被保険者数（賦課期日令和４年４月１日時点）　　

　認知症施策においては、認知症高齢者等行方不明に対する早期発見・保護に係る
見守りネットワーク体制整備や認知症高齢者の個人賠償責任保険加入により、認知
症高齢者等の安全確保と家族への支援を図った。
　また、チームオレンジ設置に向けて、認知症に携わる方々の意見交換や協議を行
うための認知症キャラバンメイト連絡会を初めて開催した。

　一般介護予防事業として実施している「にこにこ元気塾」について、その内容等
を地域に広めるため、令和３年度よりサロン化の検討を行ってきたが、各地区で話
し合いを実施し、次年度より自主活動（サロン）として継続することとした。
　また、新規サロンの立ち上げについても生活支援コーディネーターによる自主活
動支援に努めた。

　生活支援コーディネーターを社会福祉協議会へ委託し、まちづくりや健康増進、
介護保険等の関係部署と連携を図りながら、支え合い活動の推進に努めた。サロン
の数についても、昨年度の３７団体から５６団体に増加している。
　また、生活支援コーディネーターによる支援や地区での研修会を通じて、地域に
おける支え合いの必要性を学び、地域でのサロン活動の活性化に繋がっている。
　さらに、既存サロンにおける情報交換会を実施することで、各サロンの特色や活
動内容を理解し合えることができ、サロン同士の交流が広がった。

3,923世帯

年齢区分 人　　数 割　合 備　考

６５歳以上７５歳未満 2,998人 51.2% うち

７５歳以上 2,852人 48.8% 住所地特例６２人

計 5,850人 100.0% 外国人　　　５人

所得段階 対象者 被保険者数 割合

・生活保護受給者

・老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税

・世帯全員が住民税非課税で本人年金収入と合計所得金額の合計が８０万円以下

第２段階
本人年金収入と合計所得金額の合計が８０万円
を超え、１２０万円以下 487人 8.3%

第３段階
本人年金収入と合計所得金額の合計が１２０万
円を超える 434人 7.4%

第４段階
本人年金収入と合計所得金額の合計が８０万円
以下 823人 14.1%

第５段階
本人年金収入と合計所得金額の合計が８０万円
を超える 1,108人 18.9%

第１段階 680人 11.6%

本人が
住民税
非課税

世帯全員が
住民税非課税

住民税
課税世帯
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（４）要介護（要支援）認定者数（令和５年３月末現在）　　　　　　　　　　　（単位：人）

※介護保険事業状況報告　令和5年3月分

（５）食費・居住費に係る負担限度額認定者数（令和５年３月末現在）          （単位：人）

※介護保険事業状況報告　令和5年3月分

（６）利用者負担減額・免除認定者数（令和５年３月末現在）

　　　　東日本大震災による震災減免者　２名　　　　

２　介護認定審査会

（１）委員の構成（令和４年度末）　　

　　　保健関係者１名、医療関係者１９名、福祉関係者３名　　合計２３名

（２）審査会開催状況

　　年間２４回開催（毎月２回）　原則午後７時～

※コロナ感染防止対策に伴う認定期間の延長申請（臨時的取扱／調査不要）により更新した者

所得段階 対象者 被保険者数 割合

第６段階 合計所得金額が１２０万円未満 1,043人 17.8%

第７段階 合計所得金額が１２０万円以上２００万円未満 750人 12.8%

第８段階 合計所得金額が１９０万円以上３００万円未満 285人 4.9%

第９段階 合計所得金額が３００万円以上 240人 4.1%

計 5,850人 100.0%

区　分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 118 82 208 124 99 125 90 846

　うち６５歳～７５歳未満 21 13 25 10 10 11 14 104

　うち７５歳以上 97 69 183 114 89 114 76 742

第２号被保険者 1 3 7 5 2 2 1 21

計 119 85 215 129 101 127 91 867

老人福祉
施設

老人保健
施設

介護療養型医療
施設

介護医療院
地域密着型介護
老人福祉施設入
所者生活介護

ショート
ステイ

計

食費 居住費 食費 居住費 食費 居住費 食費 居住費 食費 居住費 食費 居住費 食費 居住費

第三段階② 12 12 9 9 0 0 1 1 0 0 14 14 36 36

第三段階① 18 18 3 3 0 0 1 1 0 0 10 10 32 32

第二段階 33 33 8 8 0 0 1 1 0 0 15 15 57 57

第一段階 2 2 2 2 0 0 0 0 0 0 1 1 5 5

計 65 65 22 22 0 0 3 3 0 0 40 40 130 130

第１合議体 第２合議体 第３合議体 計
認定件数 うち新規 認定件数 うち新規 認定件数 うち新規 認定件数 うち新規

４月 29 9 28 14 57 23 40.4% 20

５月 15 4 23 8 38 12 31.6% 25

６月 28 12 16 8 44 20 45.5% 22

７月 27 9 26 14 53 23 43.4% 11

８月 25 11 24 8 49 19 38.8% 16

９月 24 6 25 8 49 14 28.6% 20

１０月 30 12 28 8 58 20 34.5% 13

１１月 22 1 29 17 51 18 35.3% 16

１２月 28 7 19 3 47 10 21.3% 12

１月 27 7 29 10 56 17 30.4% 14

２月 22 8 27 10 49 18 36.7% 13

３月 25 8 39 17 64 25 39.1% 8

合計 197 61 216 79 202 79 615 219 35.6% 190

本人が
住民税
課税

段階

月別 新規割合 ※コロナ臨時
的取扱
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３　高齢者保健福祉計画等進行管理委員会

（１）委員の構成（任期　令和３年４月１日～令和６年３月３１日）　

学識経験者１名、保健医療関係者１名、福祉関係者２名、費用負担関係者１名、

被保険者代表３名　　合計８名

（２）委員会の開催

４　三春町地域ケア推進会議

（１）委員の構成（任期　令和３年３月１９日～令和５年３月３１日）　

民生委員、まちづくり協議会、代表区長会、老人クラブ連合会、医師、福祉関係者、

地域包括支援センター、社会福祉協議会、シルバー人材センターの各代表　合計９名

（２）委員会の開催

５　介護保険特別会計に対する町操出金

６　三春町介護保険特別会計経理状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）令和５年度に精算返還となるもの

開催年月日 内　　　容

（１）委嘱状交付
（２）令和３年度介護保険事業実績について
（３）三春町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の進捗状況について
（４）三春町地域密着型サービスについて　
（５）三春町地域包括支援センター運営について

開催年月日 内　　　容

（１）前年度提案された地域課題の取組状況について

　①三春町の認知症施策について

　②成年後見制度理解促進体制整備について

（２）三春町地域ケア個別会議の状況について

　①三春町地域ケア個別会議について

　②三春町自立支援型地域ケア個別会議について

区　　分 金　　額

介護給付費町負担分 178,186,272円

地域支援事業町負担分 19,611,567円

低所得者保険料軽減分 20,325,765円

職員給与等分 37,639,442円

事務費分 17,213,352円

計 272,976,398円

内　　容 金額

介護給付費国庫負担金 15,155,358円

地域支援事業交付金（総合事業分） 681,589円

地域支援事業交付金（包括的・任意事業分） 490,307円

地域支援事業交付金（社会保障充実分） 59,367円

　平成１８年度より、地域包括支援センター運営協議会及び地域密着型サービス運営委員会が設置さ
れており、高齢者保健福祉計画等進行管理委員会の委員と兼務している。

令和4年9月29日

　地域包括支援センター等が実施する個別ケースを検討する地域ケア個別会議では、地域全体で支援
することを目的に開催されるが、これらの検討により共有された地域課題を地域づくりや政策形成に
結びつけていくことを目的とし令和２年度から開催している。

令和５年３月２２日

　令和４年度の歳入は１，８６１，０９２，４９０円、歳出は１，６６１，５２１，９９６円、歳入
歳出差引額は、１９９，５７０，４９４円であるが、このうち令和４年度実績に基づき令和５年度に
おいて精算するものは次のとおりとなる。

国庫
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（２）令和４年度に前年度の精算交付となったもの

７　保険給付

（１）居宅サービスの利用状況（要介護者） 「介護給付サービス」

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（２） 居宅サービスの利用状況（要支援者） 「介護予防サービス」

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

内　　容 金額

介護給付費県費負担金 9,556,640円

地域支援事業交付金（総合事業分） 425,994円

地域支援事業交付金（包括的・任意事業分） 245,154円

地域支援事業交付金（社会保障充実分） 29,683円

介護給付費国庫負担金 4,563,650円

地域支援事業交付金（総合事業分） 920,142円

計 32,127,884円

内　　容 金額

介護給付費国庫負担金 647,821円

地域支援事業交付金（総合事業分） 4,161,445円

計 4,809,266円

サービス別 令和４年度計画値 令和４度実績 計画に対する比率 利用人員（延べ）

訪問介護（回／年) 13,977 8,427 60.3% 895

訪問入浴介護（回／年) 1,251 614 49.1% 147

訪問看護（回／年） 7,154 6,751 94.4% 1,302

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（回／年） 2,520 1,145 45.4% 267

通所介護（回／年） 29,619 28,510 96.3% 2,872

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（回／年） 4,797 3,664 76.4% 440

短期入所生活介護（日／年） 6,694 3,421 51.1% 444

短期入所療養介護（日／年） 921 399 43.3% 85

居宅療養管理指導(延べ人数） 612 767 125.3% ―

特定施設入居者生活介護（延べ人数） 180 196 108.9% ―

福祉用具貸与(延べ人数） 2,796 2,636 94.3% ―

福祉用具購入費（延べ人数） 48 44 91.7% ―

住宅改修費（延べ人数） 24 21 87.5% ―

居宅介護支援（延べ人数） 4,452 4,344 97.6% ―

サービス別 令和４年度計画値 令和４年度実績 計画に対する比率 利用人員（延べ）

訪問入浴介護（回／年) 0 0 - 0

訪問看護（回／年） 369 463 125.5% 174

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（回／年） 1,038 550 53.0% 137

短期入所生活介護（日／年） 56 31 55.4% 5

短期入所療養介護（日／年） 0 22 - 10

居宅療養管理指導(延べ人数） 36 51 141.7% ―

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（延べ人数） 348 169 48.6% ―

特定施設入居者生活介護（延べ人数） 72 24 33.3% ―

福祉用具貸与(延べ人数） 396 650 164.1% ―

福祉用具購入費（延べ人数） 36 13 36.1% ―

住宅改修費（延べ人数） 24 9 37.5% ―

介護予防支援（延べ人数） 840 883 105.1% ―

県費

支払
基金

支払
基金

　歳入歳出差引額１９９，５７０，４９４円から翌年度精算額等を差し引いた額は、
１６２，６３３，３４４円となる。
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（３） 地域密着型サービスの利用状況（延べ人数） （単位：人）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（４） 施設サービス利用状況（延人数） （単位：人）

1

2

3

(５)介護給付費等サービス別内訳（災害自己負担減免含む）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

サービス別 令和４年度計画値 令和４年度実績 計画に対する比率

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 24 14 58.3%

地域密着型通所介護 132 133 100.8%

認知症対応型通所介護 36 18 50.0%

小規模多機能型居宅介護 276 328 118.8%

認知症対応型共同生活介護 660 674 102.1%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 348 279 80.2%

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 -

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 -

介護予防小規模多機能型居宅介護 96 43 44.8%

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 -

サービス別 令和４年度計画値 令和４年度実績 計画に対する比率

介護老人福祉施設 1,260 1,012 80.3%

介護老人保健施設 744 554 74.5%

介護医療院 48 57 118.8%

区　分 令和３年度 令和４年度 比較

訪問介護 36,549,464円 30,701,065円 △5,848,399円

訪問入浴介護 9,646,875円 7,506,000円 △2,140,875円

訪問看護 48,633,822円 55,627,637円 6,993,815円

訪問リハビリテーション 9,821,889円 9,693,316円 △128,573円

通所介護 226,970,533円 233,446,301円 6,475,768円

通所リハビリテーション 30,875,468円 30,806,669円 △68,799円

短期入所生活介護 42,040,845円 27,817,203円 △14,223,642円

短期入所療養介護 4,721,800円 4,524,838円 △196,962円

居宅療養管理指導 4,842,863円 4,238,881円 △603,982円

特定施設入居者生活介護 27,551,478円 34,915,985円 7,364,507円

福祉用具貸与 35,068,072円 35,462,305円 394,233円

福祉用具購入費 1,620,970円 1,360,548円 △260,422円

住宅改修費 2,453,184円 2,309,333円 △143,851円

居宅介護支援 65,124,150円 68,609,985円 3,485,835円

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0円 1,191,780円 1,191,780円

地域密着型通所介護 20,962,382円 18,498,789円 △2,463,593円

認知症対応型通所介護 1,761,073円 1,779,954円 18,881円

小規模多機能型居宅介護 52,851,772円 58,358,039円 5,506,267円

認知症対応型共同生活介護 163,990,486円 172,062,726円 8,072,240円

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 84,141,220円 73,685,277円 △10,455,943円

介護老人福祉施設 278,336,250円 262,896,615円 △15,439,635円

介護老人保健施設 166,300,791円 161,306,525円 △4,994,266円

介護医療院 24,664,843円 19,555,360円 △5,109,483円

介護療養型医療施設 0円 0円 0円

地
域
密
着
型

施
設

介
護
給
付
費
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25

26

27

28

29
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31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

(６)介護予防・日常生活支援総合事業サービス別内訳（災害自己負担減免含む）

1

2

3

4

5

6

7

８　介護事業所の指定状況

（１）居宅介護支援事業所等指定状況（令和５年３月末現在）

　※平成30年4月より、都道府県からの権限委譲により市町村が指定。

　①居宅介護支援事業所

区　分 令和３年度 令和４年度 比較

介護予防訪問看護 3,352,523円 3,280,726円 △71,797円

介護予防訪問リハビリテーション 2,711,242円 3,921,166円 1,209,924円

介護予防短期入所生活介護 70,580円 178,056円 107,476円

介護予防短期入所療養介護 82,056円 218,456円 136,400円

介護予防居宅療養管理指導 239,427円 288,609円 49,182円

介護予防通所リハビリテーション 6,856,892円 5,723,218円 △1,133,674円

介護予防特定施設入所者生活介護 1,707,202円 1,715,828円 8,626円

介護予防福祉用具貸与 3,208,874円 3,774,918円 566,044円

福祉用具購入費 451,080円 262,494円 △188,586円

住宅改修費 1,918,203円 964,901円 △953,302円

介護予防支援 3,961,760円 3,945,530円 △16,230円

介護予防認知症対応型通所介護 0円 0円 0円

介護予防小規模多機能型居宅介護 5,345,064円 2,682,477円 △2,662,587円

介護予防認知症対応型共同生活介護 0円 0円 0円

特定入所者介護サービス費 54,775,948円 47,372,360円 △7,403,588円

高額介護サービス費　 35,462,452円 34,317,432円 △1,145,020円

審査支払手数料　    1,208,781円 1,228,185円 19,404円

計 1,460,282,314円 1,426,229,487円 △34,052,827円

区　分 令和３年度 令和４年度 比較

訪問型サービス（従来型） 5,004,631円 5,173,187円 168,556円

通所型サービス（従来型） 41,032,147円 40,856,533円 △175,614円

訪問型サービスC 135,089円 24,300円 △110,789円

通所型サービスC 2,449,381円 3,048,534円 599,153円

介護予防マネジメント 6,383,610円 6,270,420円 △113,190円

高額介護サービス費　 6,690円 54,783円 48,093円

審査支払手数料　    193,788円 192,528円 △1,260円

計 55,205,336円 55,620,285円 414,949円

名称 指定年月日 介護支援専門員数

1 三春町介護支援事業所 平成11年8月31日 4 人

2 居宅介護支援事業所よつば 平成11年12月27日 4 人

3 居宅介護支援事業所もうぎ 平成15年1月1日 3 人

4 なごみの里ケアプランセンター 平成15年5月1日 8 人

5 L－CUB介護支援センター三春 平成27年3月1日 4 人

6 南東北三春居宅介護支援事業所 平成29年2月1日 4 人

7 在宅看護センター陽だまり 令和2年5月1日 2 人

地
域
密
着
型
予
防

総
合
事
業

介
護
予
防
給
付
費
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　②予防介護支援事業所

（２）地域密着型サービス事業所指定状況（令和５年３月末現在）

（３）指定事業所の指導状況

　①集団指導

　②運営指導

　③監査

令和5年3月に監査を1件実施し、監査の結果、勧告を行った。

名称 指定年月日 介護支援専門員数

1 三春町地域包括支援センター 平成18年4月1日 4 人

名称 指定年月日 定員 利用者数

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

なごみの里グループホーム 平成18年8月1日 9 10

グループホームみはる 平成23年11月1日 18 16

グループホームほほえみ 平成22年12月1日 18 18

グループホームは～とらいふ三春 平成28年5月23日 9 9

郡山市 グループホームつどい「宝柳家」 平成18年4月1日 18 0

鏡石町 グループホームありあ 平成30年8月1日 18 0

葛尾村 グループホーム楓 令和2年8月29日 18 2

グループホーム正寿苑 令和3年8月2日 18 0

グループホーム今泉 令和4年2月21日 18 0

小野町 グループホームきずな 令和4年7月22日 18 2

特別養護老人ホーム

三春町 ほほえみの里 平成25年12月1日 29 20

小野町 つつじの里 令和2年5月29日 29 0

小規模多機能型居宅介護

ほほえみの里 平成25年12月1日 29 6

は～とらいふ三春 平成28年5月23日 29 19

郡山市 ハーモニーみどりヶ丘ソレイユ 平成30年6月1日 25 0

地域密着型通所介護

三春町 小規模通所介護事業所　もうぎ 平成28年4月1日 10 9

こもれびデイサービス 平成28年4月1日 15 1

八山田デイサービスセンター 平成29年6月12日 10 0

看護小規模多機能型居宅介護

郡山市 結 平成27年5月1日 29 0

認知症対応型通所介護

郡山市 デイサービスセンター光の森の丘 平成28年6月1日 12 1

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

郡山市 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所なのはな 令和1年6月1日 － 0

開催年月日 内　　　容

（１）令和４年度三春町地域密着型サービス事業者等指導方針
（２）令和３年度実地指導・監査における主な指摘事項
（３）事業者指定関係手続き等について
（４）事故報告及び感染症等報告について　
（５）ケアマネジメント方針について
（６）電子申請ぴったりサービスについて
（７）講演会「介護施設従事者等による高齢者虐待防止と権利擁護について」

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）　2件

小規模多機能型居宅介護　1件

三春町

田村市

三春町

郡山市

実施件数

令和4年7月22日
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９　地域支援事業の状況

　（１）一般介護予防事業

　　①介護予防普及啓発事業（にこにこ元気塾による介護予防教室）

　　②介護予防普及啓発事業（介護予防講座の開催）

　地域の各種団体へ出向き、介護予防教室を実施した。（地域ケア推進グループ実施分）

　　③地域介護予防活動支援事業（通いの場支援） ５６団体（うち新規１９団体）

　にこにこ元気塾については見直しを行い、令和５年度からは自主活動（地区サロン）として実
施することとした。令和４年度の実施状況は次のとおりである。

曜日 地区 会場 参加延人数

月 岩江 岩江防災コミュニティセンター 884

火 要田 要田地区交流館大平荘 270

火 中妻 中妻地区公民館 284

水 三春 三春町保健センター 783

水 三春 八島台集会所 541

木 沢石 沢石会館 406

金 御木沢 御木沢地区公民館 287

金 中郷 中郷地区交流館 269

計 8か所　238回 3,724 1回平均 15.6 人

番号 地区 対象範囲 名称

1 三春町 三春町全体 フラワーキューピット

2 三春町 三春町全体 ヘルスメイトの会

3 三春町 三春町全体 シャローム

4 三春町 三春町全体 三春健康サークル

5 三春 三春地区 こまりんサロン

6 三春 八幡町 1 八幡町健楽会

7 三春 八幡町 2 一本松ふれあいサロン

8 三春 中町 中町いきいきクラブ

9 三春 荒町 上 ちいちいぱっぱ

10 三春 荒町 上 あらまち元気サロン

11 三春 荒町 下 深田和ひまわり会

12 三春 北町 北町いきいきサロン

13 三春 新町 1 かたり場会

14 三春 新町 3 かたり場桜ヶ丘

15 三春 八島台 八島会

16 三春 八島台 八島台お茶のみサロン

17 沢石 1 区 青石の里サロン

18 沢石 2 区 2区あじさいサロン

19 沢石 3 区 ならなしサロン

20 沢石 4 区 実沢4区サロン

21 沢石 5 区 5区サロンひいらぎ

22 沢石 6 組 富沢6組サロン

23 沢石 7 組 7組サロン

24 沢石 8 組 さくらサロン

　高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、
参加者や通いの場が継続的に拡大してくような地域づくり、リハビリテーションによる自立支援
の取組等を推進し、地域での介護予防を推進するための事業を実施する。
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※各サロンへ対する介護予防のための専門職派遣事業（地域ケア推進グループ実施分）

　　④地域介護予防活動支援事業（高齢者社会参加ポイント制度）

　（２）包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）
　　①設置状況 設 置 日：

設置形態： 三春町社会福祉協議会へ委託
体　　制： 主任介護支援専門員１名（管理者兼務）

保健師１名、社会福祉士２名、介護支援専門員２名

番号 地区 対象範囲 名称

25 沢石 9 組 平生田サロン

26 沢石 10 組 あかしろサロン

27 要田 要田地区 サロンひだまり

28 要田 北成田 北健康サロン

29 要田 南成田 南成田しゃべっぺサロン

30 要田 庄司 サロン庄司

31 御木沢 まちづくり協会 サロン御木沢

32 御木沢 御木沢地区 にこにこ木曜サロン

33 御木沢 御木沢地区 平沢さくら会

34 御木沢 七草木 七草木健康クラブ

35 岩江 まちづくり協会 岩江まちづくり協会百歳体操

36 岩江 まちづくり協会 岩江まちづくり協会スクエアステップ

37 岩江 岩江区 元気か～い

38 岩江 岩江区 にこにこ岩江サロン

39 岩江 山田 皆んなで頑張ろう会

40 岩江 上舞木 上舞木なかよし会

41 岩江 下舞木 1 下舞木１区ふれあいの場

42 岩江 下舞木 2 きらく会

43 岩江 下舞木 3 参笑会

44 岩江 下舞木 4 下舞木4区スクエアサークル

45 岩江 下舞木 4 ＹＯＮＫＵサロン

46 中妻 まちづくり協会 中妻スクエアステップ

47 中妻 沼沢 沼沢元気サロン

48 中妻 斎藤 にこにこサロン

49 中郷 まちづくり協会 中郷スクエアステップ

50 中郷 中郷地区 中郷サロン

51 中郷 込木 サロン込木は～と

52 中郷 芹ケ沢 芹ケ沢お茶会

53 中郷 柴原 柴原健康サロン

54 中郷 過足 過足ハッピーサロン

55 中郷 春沢 さくら湖サロン

56 中郷 貝山 貝山いきいきサロン

登録者数（R5.3月末現在） 1,459名

引き換え品交付決定者数 715名

引き換え品交付総額 2,189,100円

平成18年4月1日

　予防に資する活動等は、高齢者社会参加ポイントの対象とし、活動の推進を行った。また、ポ
イントの引き換え品については、令和4年度より、みはるカードの電子マネーを導入した。
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　　②事業内容

　（３）包括的支援事業（社会保障充実分）

①在宅医療・介護連携推進事業

②生活支援体制整備事業

生活支援コーディネーター事業報告

○住民研修会

３７名（沢石地区）

・講話「地域の支え合いについて」生活支援コーディネーター

・グループワーク「地域で支え合うためできること」

主な業務 延件数

介護保険、認知症、生活、医療に関する相談 896

権利擁護業務（成年後見人制度、虐待、苦情に関する相談） 136

グループホーム運営推進会議への出席 4

包括主催研修会の開催 4

居宅介護支援専門員、事業所への指導・助言 133

地域ケア個別会議の開催 6

自立支援型地域ケア会議への参加 2

認知症支援会議（認知症初期集中支援チーム連携） 10

認知症施策会議、認知症サポーター養成講師 2

介護予防支援 910

介護予防ケアマネジメントA 1,253

介護予防ケアマネジメントB 142

委託先 一般財団法人　田村医師会　　田村地方在宅医療・介護連携推進センター

委託期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日

事業内容 センターパンフレットの作成・配布 2回、在宅医療介護連携に関する相談支援 169件

委託先 社会福祉法人　三春町社会福祉協議会（コーディネータの配置３名）

委託期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日

主な業務 延件数

社会資源、生活ニーズの把握のため情報収集、分析 31

サービス開発、担い手育成・支援のため、助け合い活動の等 12

ネットワーク構築 協議体設置のための支援 22

通いの場等の調整 360

団体等への相談支援、説明会開催 140

まちづくり協会、地域コミュニティ等との会議 23

民児協、個別避難計画、地域ケア会議との会議 25

その他 研修会への参加、住民研修開催、担当部署との打ち合わせ等 95

日時・場所 令和４年５月２９日　午後６時～７時４５分　沢石会館

参加者数

総合相談支援業務

包括的・継続的
ケアマネジメント

支援業務

地域ケア会議

認知症総合支援

介護予防支援事業
（ケアプラン作成）

　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人
生の最後までつづけることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療
機関と介護事業所等の関係者の連携を推進する。

　高齢者の在宅生活の継続に必要となる多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び支え
合い活動を推進し、高齢者の社会参加と一体的に図るため、生活支援コーディネーターを設
置し地域活動を推進する。

資源開発業務

コーディネート業務

会議連携等

内容
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○サロン情報交換会

９９名（サロン２６団体、まちづくり協会５団体）

・講演「生活支援とサロン（居場所）活動」公益財団法人さわやか福祉財団

・活動紹介「南成田しゃべっぺサロン」「八島台お茶のみサロン」

・交流会（自由交流）

○生活支援サービス事業情報交換会

三春町社会福祉協議会、三春町シルバー人材センター、三春集報社、

・生活支援サービスについての状況

・意見交換

③認知症初期集中支援推進事業

④認知症地域支援・ケア向上事業（認知症地域支援推進の配置）

○認知症キャラバンメイト連絡会

⑤認知症カフェ事業

・開催日時　毎月第１木曜日　午前１０時から１２時まで　計　１１回

・開催場所：三春町役場さくらホール

※令和４年８月は新型コロナウイルス感染症対策のため実施なし。

日時・場所 令和４年１０月１９日　午前９時３０分～１２時　町民体育館

参加者数

日時 令和５年３月３日　午後１時３０分～３時

ワークスハシモト、三春町地域包括支援センター、生活支援コーディネーター

委託先 三春町立三春病院

委託期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日

事業内容

相談受付件数　４件
（対象者への訪問支援、基本的な認知症に関する正しい情報の提供、専門医療
機関への受診や介護保険サービスの利用や効果の説明、対象者及びその家族の
心理的サポートや助言。）

委託先 社会福祉法人三春町社会福祉協議会（地域包括支援センター）

委託期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日

・認知症の人を支援する関係者の連携を図るための取組

・認知症初期集中支援チームと連携、必要なサービスが提供されるよう調整

・世界アルツハイマー週間に伴う、認知症関連書籍、パネルの展示

開催日時 令和４年９月１６日　午後１時３０分～２時３０分

内容

・認知症キャラバンメイトについて
・認知症施策の状況について
・認知症サポーターチームオレンジについて
・認知症サポーター養成講座の状況について
・キャラバンメイトの今後の活動について

委託先 三春町立三春病院「オレンジカフェ」

委託期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日

・参加人数　延べ１２９名（本人５名、家族１２名、地域住民１１２名)　ボランティア２９名

内容

参加者

内容

　認知症の人やその家族に早期に関わる医師・看護師等の専門職による「認知症初期集中支
援チーム」を配置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築する。

　認知症の人が地域で安心して暮らし続けるために、必要な医療・介護・生活支援を行う
サービスが連携したネットワークを形成し、認知症の人に対する効果的な支援が行われる体
制を構築するとともに、認知症ケアの向上を図るための取組を推進する。このため、認知症
地域支援推進員を配置し、推進員を中心として、支援体制の構築を図る。

事業内容

　認知症の人とその家族、地域住民、専門職が集い、認知症の人を支えるつながりを支援
し、認知症の人の家族の介護負担の軽減等を図る。

事業内容
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（４）任意事業

①介護給付等費用適正化事業

②認知症高齢者見守り事業

●　認知症高齢者等見守りＱＲコード＠活用事業

登録者 11 名

●認知症高齢者等個人賠償責任保険加入

加入者 9 名

●認知症高齢者等見守りネットワーク事業

登録団体数 31 団体 見守り協力員 名

実施件数 1 件 （6月/無事発見）

③認知症サポーター等養成事業

④家族介護継続支援事業（介護用品給付券事業）

⑤地域自立生活支援事業（配食サービス事業）

区　　分 内　　容

要介護認定の適正化 作成された認定調査票の確認（職員による書面点検）

ケアプラン点検 適切なケアプランが作成されているか検証（職員による書面点検）

住宅改修等の点検 改修の妥当性、適正な施工が行われているか検証（職員による書面点検）

医療情報との
突合・縦覧点検

医療データと介護給付データの突合等により内容を精査（委託先：福島
県国民健康保険連合会）

介護給付費通知
介護サービス利用者に対し、自身の給付内容を通知することで、見直し
や内容の確認を図る（通知作成委託先：福島県国民健康保険連合会）

委託先 アイネット株式会社

委託期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日

内容

335

受講者数　２６名（累計　１，４７０名）

開催回数　　２回

受講者数　　０名（累計８３名）

開催回数　　０回

登録人数 １３２名

給付券発行（給付券使用額） ３，６４５，０００円（３，０６５，４５５円）

給付券利用可能店舗
はまだ薬局、さくら調剤薬局、みはる調剤薬局、きよはし薬
局駅前店、ケアサポートみなみ、三春病院売店、なごみケア
訪問看護ステーション　（７店舗）

　在宅の一人暮らし高齢者等を対象に昼食の配達を行うとともに、配達時の見守り支援を行う。

委託先 社会福祉法人　三春町社会福祉協議会

委託期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日

利用者数 ８９名（年間延１，０２８名）

延べ配食数 １５，０２３食

　介護給付等の費用の適正化のため、本当に必要な介護サービス以外の不要なサービスが提
供されていないか検証や、良質な事業展開のための情報提供等実施する。

　認知症高齢者の見守り体制の構築を目的とした広報・啓発、徘徊高齢者の早期発見のしく
みづくり等を実施した。

　認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族を見守る応援者を養成するもので、住民を
対象に平成１９年度から認知症サポーター養成講座を開催している。
　また、認知症サポーター養成講座で身につけた知識を更に深め、認知症の人とその家族の
支援について、より実践的に学ぶためにステップアップ講座を開催している。

認知症サポーター
養成講座

認知症サポーター
ステップアップ講座

　要介護３以上で一定の要件のある、在宅の方を対象に、月３，０００円分の介護用品を購
入するための給付券を交付し、家族介護支援を行う。
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